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本資料の目的 

1. 本資料は、第 263回金融商品専門委員会（2026年 10月 14日開催）において、債権の事

業モデルに関する追加的な分析及び再提案について聞かれた意見をまとめたものである。 

 

聞かれた意見 

2. 債権について、回収及び売却事業モデルの分類を設けるとする事務局の提案の方向性に

同意する。 

3. 企業会計基準適用指針第 19号「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」では、短期

間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものについては、時価の注記を省略する

ことができるとされているが、今回の再提案において債権が時価評価される場合には、

時価が帳簿価額に近似する債権の取扱いを明確化する必要があると考える。 

4. 日本では債権について活発な市場がない場合が多く、時価の算定が容易でない場合もあ

ると考えられることから、時価の算定に係る実務負担に配慮していただきたい。例えば、

債権については原則として回収事業モデルとみなしつつ、債権の時価の算定及び算定さ

れた時価を検証する体制があるような企業においては、回収及び売却事業モデルを適用

するといった対応が考えられる。また、公正価値オプションを導入することにより、回収

及び売却事業モデルの分類を設けることに関する一定のニーズを満たせる可能性がある

と考える。 
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